
１　施設の状況

（1) 施設概要 (令和 ７ 年４月１日現在）

　施　設　名

　設置主体

　施    設  設置条例

　設置主体  定款名

　理事長氏名

　(経営主体代表）

入所 職員配置 職員

定員 基準表 現員

(注)　「職員現員」欄の（　）内には、非常勤職員を再掲すること。

(2) 建物設備の状況

　ア　土　地

令和7 年 ３月 31日現在）

ｍ2 ｍ2

ｍ2（用途 ） ｍ2（用途 ）

ｍ2 ｍ2

有  賃借料年額 円 有  賃借料年額 円

 借地の ･  面      積 ｍ2 ･  面      積 ｍ2

 状況 無  用      途 無  用      途

有 　理由 有 　理由

･ ･

無 無

　イ　建　物

)

ｍ2

乳児室 ｍ2 調理室 ｍ2

ほふく室 71.22 ｍ2 事務室 ｍ2

保育室 207.02 ｍ
2 保育士休憩室 便所 ｍ

2

遊戯室 118.42 ｍ
2 その他 ｍ

2

医務室 4.86 ｍ2 　計（延面積） ｍ2

砂場・プレイハウス・大型複合遊具・ブランコ・ト
ランポリン・鉄棒・三輪車他

別紙５

令和７年度保育行政事務調査票（私立保育所書面調査用）

階 建

平　屋　建

造・

野沢保育園

社会福祉法人　春育会

各　部　屋

床　面　積

構　　　造

同上

　自己所有地

　所　　有　　者 ①

保育所2,369.70

(無の場合理由を明記すること）

　　　　51年　12月 10日759.45

鉄骨造亜鉛メッキ鋼板葺一部二階

　建築年月日

　・　屋根構造(

地上権(賃借権)設定・登記の有無

61.23

32.66

ｍ
2

ｍ
2

ｍ
2

ｍ
2

施設の種類

経営主体

の　面　積

９０人

4,090.90

昭和２３年　３月　　日

面　　　積(

保育所

759.45

209.39

29.8124.84

ｍ2

社会福祉法人　春育会

社会福祉法人　春育会

( 12)

並木敏貴

9人
20人

90人

　賃貸契約の有無等

前　年　度　中　の　増　減

　借　　　地

現員

入所

所

在

地

　施設認可年月日

　区　　　分

　施設長氏名

長野県佐久市取出町４９１－２

増

並木敏貴

1,721.20

　屋外遊技場 1491.56 　屋外遊具ｍ
2

　　　計

②

(1)







佐久市長　宛て

㊞

 
①

②

 ③

④

⑤

3

※前月分の届出から変更があれば○を記入

5

賃借料加算
※全ての項目を満たす場合、「有」となります。

保育所の用に供する建物が賃貸物件である。※土地は対象外

賃借料が発生している。

国庫補助金に係る残額が生じていない。

減価償却費加算の対象となっていない。

チーム保育推進加算
※全ての項目を満たす場合、「有」となります。

6

必要保育士数（基本分単価及び他の加算の認定に当たって求められる
数）を超えて保育士を配置している。

キャリアを積んだチームリーダーの位置付け等チーム保育体制を整備し
ている。

処遇改善等加算Ⅰにおける職員１人当たりの平均経験年数が12年以上で
ある。
当該加算による増収は、保育士の増員や、当該保育所全体の職員の賃金
改善に充てている。

夜間保育加算

4

減価償却費加算
※全ての項目を満たす場合、「有」となります。

1
３歳児配置改善加算
※全ての項目を満たす場合、「有」となります。

保育所の用に供する建物が自己所有である。

建築資金又は購入資金が発生している。

整備に当たって国庫補助金の交付を受けていない。

賃借料加算の対象となっていない。

休日等も適宜、間食や給食等の提供を行っている。

対象となる子どもが、休日等に常態的に保育を必要とする保育認定子ど
もである。

一時保育において当該年度の４月又は５月（又は事業開始月）の緊急保育及びリフレッシュ保育利用者数が、１人
以上（見込み）いる

病児又は病後児保育事業を実施している

月の初日に０歳児が３人以上利用している

障害児（軽度障害児を含む。）が１人以上利用している
※市町村が認める障害児とし、身体障害者手帳等の交付の有無は問わない。医師による診断書や、巡回支援専門員等障害に関する専門
的知見を有する者による意見提出など障害の事実が把握可能な資料をもって確認しても差し支えない。

※加算要件①、②、④、⑤については、当該要件を満たした月以降は、同一年度内に限り、事業を実施する体制が取ら
れていることをもって当該要件を満たしているものとする。

加算・調整項目等
※加算要件の該当項目の□にチェックを入れてください

実施状況等
前月からの
変更有無※

公 定 価 格 加 算・調 整 項 目 届 出 書
令和　７年　４月　７日

施設・事業所番号　 9100005002989

４月分

当月１日時点の公定価格の加算・調整項目の実施状況について、挙証資料を添えて以下のとおり届け出ます。

【加算要件】　当該施設において、次の事業を実施し、要件に該当します。（該当項目の□にチェックを入れてください）

保育時間（８時間）を超えて延長保育を利用する短時間認定子どもの当該月の各週毎の最多利用児童数の平均
（小数点以下第一位を四捨五入）が１人以上又は 保育時間（11時間）を超えて30分以上の延長保育を実施し、当
該月の各週毎の最多利用児童数の平均（小数点以下第一位を四捨五入）が１人以上いる

施　設　所　在　地 長野県佐久市取出町４９１－２
施　設　名 社会福祉法人　春育会　野沢保育園

令和７年度 代 表 者 職 ・氏 名 　理事長　並木敏貴

保育士配置基準を３歳児15人につき１人で実施している。

2

休日保育加算
※全ての項目を満たす場合、「有」となります。

有 無

有 無

有 無

有 無

有 無

有 無



8

人 ・変更後 人

※前月分の届出から変更があれば○を記入

15

栄養管理加算
※項目を満たす場合、「配置」、「兼務」又は「嘱託」のいずれかの該当
する区分を選択してください。

食事の提供にあたり、栄養士の知識等を活用して、栄養士から献立やア
レルギー、アトピー等への助言や保護者との面談、食育等に関する活動
を月１回以上行っている。

14

事務職員雇上費加算
※全ての項目を満たす場合、「有」となります。

【加算要件】①～⑤のうち、いずれか１つ以上実施をしている。

事務職員を施設あるいは法人本部に配置、又は施設長が兼務している。

13

療育支援加算
※全ての項目を満たす場合、Ａ又はＢいずれかの該当する区分を選択して
ください。

主任保育士専任加算が「有」となっている。

障害児（障害児保育教育対象児童、特別支援対象児童、医療的ケア対象
児童等）を受け入れている。

主任保育士を補助する者を配置し、雇用状況表に記載をしている。

地域住民等の子どもの療育支援に取り組んでいる。

12

主任保育士専任加算
※全ての項目を満たす場合、「有」となります。

【加算要件】①～⑤のうち、いずれか２つ以上実施をしている。

必要保育士数（基本分単価及び他の加算の認定に当たって求められる
数）を超えて保育士を配置している。

11

定員を恒常的に超過する場合（減算項目）
※直前の連続する５年度間常に利用定員を超えており、かつ、各年度の年
間平均在所率が120％以上の状態にある場合に「有」となり、減算となりま
す。

※ただし、下記のいずれかに該当する場合は定員を恒常的に超過する場合
の減算がなくなり、「無」となります。

利用定員の見直しが行われた

　・利用定員変更日

　・変更前

地域における需要の動向等を踏まえて当該年度における年間平均所在率
が120％以上の状態にならないものと認められる

副食の徴収が免除されることについて、本市から通知された子どもがい
る。

分園を設置している場合（減算項目）
※「有」の場合、減算となります。

10

土曜日に閉所する場合（減算項目）
※土曜日を閉所する(開所時間が11時間未満を含む）日がある場合（下記の
いずれかに１つでも該当する場合）に「有」となり、減算となります。

本市に、土曜日に11時間以上の開所をする旨を届け出ていない。

　・土曜日に閉所する理由（上記項目に該当する場合記入）
　　　（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

利用希望者がいない日がある。

※下記に該当する場合、土曜日減算は「無」となります。 ※有の場合、
閉所日数を入
力

自施設は土曜日に閉所し、他施設・事業所で共同保育を実施し、全て
の日において保育の提供をしている。

9

施設長を配置していない場合（減算項目）
※項目にいずれかに１つでも該当する場合、「有」となり、減算となりま
す。

児童福祉事業等に２年以上従事した者又はこれと同等以上の能力を有す
ると認められる者でない。
常時実際にその施設の運営管理業務に専従していない。(２以上の施設若
しくは他の事業と兼務不可)
給付費等からの給与支出がなく、有給でない。

7

副食費徴収免除加算
※項目を満たす場合、「有」となります。

加算・調整項目等
※加算要件の該当項目の□にチェックを入れてください

実施状況等
前月からの
変更有無※

有 無

有 無

有 無

Ａ区分

Ｂ区分

無

有 無

有 無

有 無

配置

無

兼務

嘱託

無有



前月からの
変更有無※

※前月分の届出から変更があれば○を記入

19

第三者評価受審加算　※５年に１度の加算適用
※全ての項目を満たす場合、「有」となります。

12月末までに第三者評価受審加算申請書を提出し、承認がされている。

年度内に第三者評価を実施し、領収書が提出されている。

18

小学校接続加算
※全ての項目を満たす場合、「有」となります。

小学校との連携・接続の担当者・業務が明確になっている。

研修の参加、授業等への参加や見学、交流活動等を併せて年10回以上実
施している。（小学校との連携は年１回以上必須）

小学校との接続を見通したアプローチカリキュラムを作成し、実践して
いる。

16

高齢者等活躍促進加算
※項目を満たす場合、承認された年間総雇用時間数の該当する区分を選択
してください。

12月末までに高齢者等活躍促進加算申請書を提出し、承認がされている。

17

施設機能強化推進費加算
※全ての項目を満たす場合、「有」となります。

12月末までに施設機能強化推進費加算申請書を提出し、承認がされてい
る。

報告書提出時に、16万円以上の防災対策に係る支出を行い、領収書が提
出されている。

加算項目等（３月分の請求時のみ加算） 実施状況等

400以上800時間未満

800以上1200時間未満

1200時間以上

無

有 無

有 無

有 無



佐久市長　宛て

令和 7 年 4 月１日時点の状況について、下記のとおり申告します。

１　利用定員

人

２　月初の利用児童数（私的契約児、他市町村児童を含む） （人）

① ② ③ ④ ⑤ ⑥

３　公定価格の基本分単価に含まれる保育士数

（１）年齢別配置基準 （参考）市の基準

人

人 人

人

人 人

人

人 人

人

人 人

人

人

人

（２）その他

⑨休けい保育士（利用定員が９０人以下の施設は１人加配） 人

⑩保育標準時間認定の子どもが利用する施設は１人加配 人

（３）合計（１）＋（２）

⑪３歳児配置改善加算を算定する場合（⑧＋⑨＋⑩） 人

⑫３歳児配置改善加算を算定しない場合（⑦＋⑨＋⑩） 人8

⑦

①/3

国基準

（⑤+⑥）/30

⑧

①/3

（②+③）/6

④/20

人6 人7

必要人数

1

1

施設・事業所名 野沢保育園

令和　7年　４月　７日

合計

３歳児

４・５歳児

０歳児
①/3

１歳児
②/4

３歳児
④/18

０歳児

１・２歳児

４歳児 ５歳児

合計 7

0.8

0.8

記

④/15

（⑤+⑥）/30

（②+③）/6

３歳児配置改善加算

合計

⑥/28

90

４歳児
⑤/25

0 10 13

０歳児 １歳児 ２歳児

20 22 25

３歳児

２歳児
③/6

職員配置に係る加算等認定（変更）申告書

9

90

0.0

1.5

1.0

3.8

1.5

1.3

3.8

0.0

1.1

2.1

2.5

0.0

５歳児



４　職員名簿

　（保育計画の立案等の主任業務に専任している主任保育士，その主任保育士の代替保育士、療育支援加算の対象となる補助職員を除く）

吉野小春 保育士 常勤

大井菜央 保育士 常勤

保育士 高橋祐那 保育士 常勤

保育士 小平友菜 保育士 常勤

保育士 大村博子 保育士 常勤

保育士 志摩和枝 保育士 常勤

保育士 橋詰あかり 保育士 非常勤

保育士 竹内美鈴 保育士 非常勤

保育士 早坂ひろみ 保育士 非常勤

保育士 日向千寿子 保育士 非常勤

保育士 菊池志穂 保育士 非常勤

保育士 佐藤智美 保育士 非常勤

※　この職員名簿には、以下の職員は記入しないこと（以下の職員は、「３ その他配置職員」に記入すること）。

○ 保育計画の立案等の主任業務に専任している主任保育士（１名）

○ 主任保育士を専任するための代替保育士（１名）

○ 療育支援加算の対象となる補助職員（１名）

※　乳児が４人以上入所する月については、保健師、看護師又は准看護師１人に限り、保育士とみなすことができます。

※　一時保育事業・地域拠点事業・病後児保育事業・1歳児加配など別事業の専任となる職員は除いてください。

※　職名欄には、園長・副園長・保育士の区分を記入すること。

※　資格種類欄には、保育士・保健師・看護師の資格を記入すること。

※　雇用形態欄には、常勤・非常勤・派遣の区分を記入すること。

※　以下の職員は記入しないこと。

　　長期休職者で給与等が支給されていない者、保育業務以外に従事する者（調理員、事務員、園バス運転手）。

＜常勤職員数・非常勤職員勤務時間数集計欄（園長除く）＞

※　職員一覧から常勤保育士数、非常勤（派遣）職員勤務時間数を集計し、以下に記入すること。

※　園長は職員数に含めないこと。

※　保健師又は看護師を保育士とみなす場合は、人数にカウントすること。

7 人 660 時間

野沢保育園

160

月当たり
勤務時間数

160

160

120

120

120

120

120

60

160

⑬常勤保育士数
⑭非常勤（派遣）職員

勤務時間数合計

160 常勤

160

保育士

保育士

園長 並木敏貴 160 常勤

職名 氏名 資格種類 雇用形態

160

保育士 井出かおり 保育士



５　常勤保育士数・非常勤保育士金時間数

（１）　常勤保育士数

（２）非常勤保育士数（常勤換算後）

（３）その他配置職員

※１　主任保育士が保育計画の立案等の主任業務に専任化するため代替保育士を配置し、かつ「公定価格加算・調整項目届出書」【加算要件】の事業等を

　　　複数実施している場合に加算

※２　主任保育士の専任化により子育て支援の取組を実施する施設で、障害児を受け入れており、主任保育士を補助する職員を配置している場合に加算

「障害児（特別児童扶養手当支給対象児童）受入有Ａ」、「障害児（それ以外）受入有Ｂ」、「障害児受入なし」を選択すること。

※３　「公定価格加算・調整項目届出書」【加算要件】のいずれかの事業等を実施している場合に加算

有
⑳　事務職員雇上費加算　※３

（地域住民等の子どもの療育支援への取り組み事例を具体的に記入）

氏名 月当たり勤務時間数 雇用形態 障害児の受入の有無

⑲　療育支援加算を適用し配置した
　主任保育士を補助する者
　（非常勤職員も可。資格の有無は
　　問わない）　※２

加算の有無

11.125

人7

⑬　常勤保育士数

⑰　配置職員数
（常勤換算後⑬+⑯）

⑭　非常勤保育士
勤務時間数合計

⑮　常勤保育士１人の
月あたり勤務時間数

÷

⑯　常勤換算後の
人数

＝時間660 160 時間 人4.1

⑱　保育計画の立案等の業務に専
　任化している主任保育士を記入　※１

人

氏名 資格種類 雇用形態

⑱’　主任を専任化するための
　　代替保育士を記入　※１

月当たり勤務時間数

月当たり勤務時間数 雇用形態氏名 資格種類

「⑬常勤保育数」と「⑭非常勤保育士勤務時間
数合計」は、「４ 職員名簿」の集計欄の「⑬常勤
保育士数」と「⑭非常勤（派遣）職員勤務時間数
合計」の数値と一致すること。



（様式１） 令和 7 年度保育施設職員配置状況確認書

乳児 １歳児 ２歳児 ３歳児 4歳児 5歳児

保育所長 常勤
保育士

短時間
勤務の
保育士

保健師又
は看護師

それ以外
の職員

（有りの
場合「○」
を選択）

（有りの
場合「１」
を記入）

（保育所長
は除く）

（保育補助
者、調理
員、用務
員、事務
員等）

人 人 人 人 人 人 人 人 人

４月 90 0 10 13 20 22 25 90 1 1 ○ 9 1 7 6 5 0 0 6 20 12 3 1 1 1

５月 90 1 11 13 20 22 25 92 1 1 ○ 9 1 7 6 4 0 0 6 20 11 2 1 1 0

６月 90 1 11 13 20 22 25 92 1 1 ○ 9 1 7 6 5 0 0 6 20 12 3 1 1 1

７月 90 2 11 13 20 22 25 93 1 1 ○ 9 1 7 6 5 0 0 6 20 12 3 1 1 1

８月 90 2 11 13 21 22 25 94 1 1 ○ 10 1 7 5 4 0 0 6 19 11 1 1 1 -1

９月 90 2 11 13 21 22 25 94 1 1 ○ 10 1 7 5 4 0 0 6 19 11 1 1 1 -1

１０月 90 3 13 13 21 22 25 97 1 1 ○ 10 1 7 5 5 0 0 6 19 12 2 1 1 0

１１月 90 3 13 13 21 22 25 97 1 1 ○ 10 1 7 5 4 0 0 6 19 11 1 1 1 -1

１２月 90 3 13 13 21 22 25 97 1 1 ○ 10 1 7 5 5 0 0 6 19 12 2 1 1 0

１月 90 3 13 13 21 22 25 97 1 1 ○ 10 1 7 5 3 0 0 6 19 10 0 1 1 -2

２月 90 3 13 13 21 22 25 97 1 1 ○ 10 1 7 5 5 0 0 6 19 12 2 1 1 0

３月 90 3 13 13 21 22 25 97 1 1 ○ 10 1 7 5 4 0 0 6 19 11 1 1 1 -1

※補助事業の実施による職員の加配人数欄において、他の国庫補助、県・市単独補助など、上記欄以外で加配となる事業を実施している場合は、上記表の「その他」欄に合計人数を計上し、下記のその他の内訳欄に事業名等を記載してください。
※該当月1日時点で産休・育休及び病休となっている者については含めないこと。たがし、代替職員は含めてよい。
※乳児４人以上を入所させる保育所については、保健師、看護師又は准看護師１人に限り、保育士とみなすことができる。

「その他」の内訳

№

1

2

3

4

5

※「その他」欄に計上した職員数のうち、保育士数に係る補助事業等名を全て記載してください（県単・市単、⑤～⑪以外の国庫補助事業）。

施設名 野沢保育園

対象月 定員

初日入所児童数（管外受託児及び私的契約児を含む。）

90人以下
の定員の
場合「１」
を入力

※水色の部分は計算式が入っていますので、入力しないでください。

必要保
育士数
(国基準)

当該保育所に勤務する職員数（各月初日現在）

1歳児
加配

地域子育
て支援拠
点事業

過不足

(Ｃ)から④
⑤⑥⑦⑧
⑨⑩⑪⑫
の合計を
引いた数

合計
このうち
常勤換算
後の数

このうち
常勤換算
後の数

職員数
合計

保育士定数
に充てること
ができる
保育士等の

合計

障害児保
育加配

3歳児配
置改善
加算

補助事業等名 加配保育士数（人） 補助金の種類別

主任保育
士専任
加算

（有の場合
「1」を入
力）

一時預か
り事業

病児・病
後児保育
事業標準時間

認定の児
童を受け
入れる場
合は「1」
を入力

チーム保
育推進
加算

（平均勤続
年数12年
以上の施
設）（有の
場合「1」を
入力）

入所承諾児

(A) (B)

（Ｃ）

(B-A)

(様式２)

①②③の
合計

① ② ③ ④ ⑤ ⑥④ ⑤ ⑦ ⑨ ⑫⑧ ⑪⑩

④④

④④

④④

④④

④④

④④

④④

④④

④④

④④

⑥

⑥

⑥

⑥

⑥

⑥

⑥

⑥

⑥

⑥

⑥

⑧

⑧

⑧

⑧

⑧

⑧

⑧

⑧

⑧

⑧

⑧


